
① 国税も地方税も租税一般法で規定されること

（租税法律主義が徹底しているため、国税も地方税も租税一般法で規定され、そ
れ以外の法定外税を設定することは否認されている）

② 国税と地方税の徴収が一元化されていること

（徴収事務は、ごく一部の例外を除き国税徴収機関が地方団体に代わって行い、
地方団体が課税した税収は、国によって保障される。つまり国税徴収機関が徴収
できない分は国によって補填される）

①住宅税

②既建築固定資産税
③未建築固定資産税
④職業税

1 住宅税
○課税標準 居住用の家屋（家屋の土地台帳上の賃貸価額評価額）
○納税義務者 家屋の居住者（所有者、賃貸人など）

○税率

2 既建築固定資産税

○課税標準
建築物及びその用に供される土地（土地台帳上の賃貸価格評価額から一律50％
を控除した額）

○納税義務者 その所有者

○税率
レジオン、デパルトマン、コミューンの議会によって決定（税率の上限は、全国の
平均税率の２．５倍まで）

3 未建築固定資産税

○課税標準
農地、空地等の建物の敷地の用に供されていない土地（土地台帳上の賃貸価格
評価額から一律20％を控除した額）

○納税義務者 その所有者

○税率
レジオン、デパルトマン、コミューンの議会によって決定（税率の上限は、全国の
平均税率の２．５倍まで）

4 職業税

○課税標準
①事業用不動産及び償却資産の賃貸価格（取得価格の１６％）＋②支払給与総
額の１８％の合計額（②は2003年までに段階的に廃止）

○納税義務者 企業と医師、弁護士等の専門的な職業を営む個人（給与所得者は含まない）

○税率
レジオン、デパルトマン、コミューンの議会によって決定（税率の上限は、全国の
平均税率の２倍まで）

2001年度税収

課税主体
４地方直接税の割合 他の直接

税及び間接
税合計 住宅税

既建築固
定資産税

未建築固
定資産税

職業税

レジオン
67.3 100 － 34.1 0.3 65.6 32.7

デパルトマ
ン 75.8 100 24.1 28.6 0.2 47.1 24.2

コミューンと
その連合 75.8 100 23.7 29.3 2.5 44.5 24.2

合計 75.2 100 22.3 29.4 1.7 46.6 24.8
※「フランス：地方分権改革・ＥＵ統合と地方税財政」神奈川大学　青木宗明（「地方分権時代にふさ
わしい地方税制のあり方に関する調査研究報告書」財団法人自治総合センター、平成16年３月発
行）にある「地方税の構成」より作成

特色

主な地方税(４種類の地方直接税）

課税主体別税４地方税の割合

フランスの地方税 資料２
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組織形態 内容 財源構成 備考

組
合
型

単一目的事務組
合、多目的事務
組合

・日本の一部事務組合と
同様の制度

・固有の税源を持たず、主とし
て構成コミューンからの分担金
等で賄う

・技術分野の権限(上下水
道、廃棄物処理、児童の
通学輸送、道路等）の執行
を主な目的とする場合が
多い

・分担金収入、個別税（家庭廃
棄物収集税等）収入、事業及
び財産収入、補助金及び交付
金、借入金等

・事務組合の権限は規約
によって自由に決めること
ができる

連
合
型

コミューン共同
体（ＣＣ）、都市
圏共同体（Ｃ
Ａ）、大都市共同
体（ＣＵ）、新都
市組合（ＳＡＮ）

・法によって規定された一
定の必須的権限を与えら
れる

・課税権を持ち、固有の財源で
賄う

・「代表なくして課税
なし」の原則から、コ
ミューン連合が住民
の直接選挙で組織さ
れるべきとの議論が
ある（現在は構成コ
ミューンの議員の互
選で選出）

・固有税収入、個別税（家庭廃
棄物収集税等）収入、事業及
び財産収入、補助金及び交付
金、借入金等

注１
固有税とは、ＥＰＣＩが税率を決定し、住民から直接的に徴収する税をいう。単一職業税、独自付加税、独自
付加税と単一職業税の併用方式がある。

注２ コミューン共同体（ＣＣ）、新都市組合（ＳＡＮ）、都市圏共同体（ＣＡ）、大都市共同体（ＣＵ）

１　コミューン共同体（ＣＣ）→農村地域及び準都市地域を対象とするもの

２　都市圏共同体（ＣＡ）→都市地域を対象とするもの

３　大都市共同体（ＣＵ）→都市圏（人口50万人超）を対象とするもの

４　新都市組合（ＳＡＮ）→新都市（首都圏及びその他の都市圏の調和のとれた発展を図るために、複数の市
町村にまたがる地域の開発をすすめるために創設された）を運営するための特別な連合型ＥＰＣＩ
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